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著 書

単 著

『環境と技術の経済学』 青木書店 ２５０頁 １９８０年６月。

『マルクス機械論の形成』 北海道大学図書刊行会 ３６６頁 １９８７年５月。

『ハイテク汚染』 岩波書店 １９２頁 １９８９年３月。

『高技術汚染』（張坤民・周北海中国語訳） 中国環境科学出版社 １６１頁 １９９８年５月。

『廃棄物と汚染の政治経済学』 岩波書店 ３０３頁 １９９８年９月（２０００年度廃棄物学会著作賞受賞）。

『IT 汚染』 岩波書店 ２０４頁 ２００１年７月。

The Economics of Waste and Pollution Management in Japan, Springer Verlag, Tokyo, 204 p., 2002.

『循環型社会』 中央公論新社 ２７０頁 ２００４年４月。

The Cyclical Economy of Japan, Hokkaido University Press, 144 p., 2005.8.

The Cyclical Economy of Japan, Second Edition, Hokkaido University Press, 156 p., 2007.3.

『日本的循環経済』 中国環境科学出版社 １７０頁 ２００８年１０月。

『環境経済学講義』 岩波書店 ２３６頁 ２０１０年３月。

『グリーン・エコノミー』 中央公論新社 ２５６頁 ２０１１年６月。

『環境経済学新論』（張坤民中国語訳） 中国郵電出版社 ２３０頁 ２０１１年１１月。

Lecture on Environmental Economics, Hokkaido University Press，２０１２，２７４p.

『脱原発時代の北海道』 北海道新聞社 ２４０頁 ２０１２年 ５ 月（第 １ 部に２０１１年度メディア・アンビシャス

賞入賞）

共 著

「神岡鉱山による鉱害問題の史的分析」，「イタイイタイ病裁判後の鉱害問題」 利根川治夫・他編『三井資本

とイタイイタイ病』（第１篇，第３編第１２章執筆） 大月書店 ２８４頁 １９７９年２月。

『市民がつくる公共事業』（田中康夫・佐和隆光その他と共著） 岩波書店 ７０頁 ２００３年２月。

『北海道からみる地球温暖化』（大崎満その他と共著） 岩波書店 ７２頁 ２００８年５月。

『日本版グリーン革命で経済・雇用を立て直す』（飯田哲他・田中優・筒井信隆と共著） 洋泉社 １８７頁 ２００９

年６月。

『FUKUSHIMA‐A Political Economic Analysis of A Nuclear Disaster』Hokkaido University Press, 130 p.,

2013 Mar.（edited with Miranda Schreurs）

『ドイツ脱原発倫理委員会報告』（ミランダ・シュラーズと共著）（訳と解説） 大月書店 １５８頁 ２０１３年７月。

編 著

『地球温暖化への挑戦』（環境経済・政策学会和文年報） 東洋経済新報社 ２６５頁 １９９９年９月。

『アメニティと歴史・自然遺産』（環境経済・政策学会和文年報） 東洋経済新報社 ２３９頁 ２０００年８月。

『経済発展と環境保全』（環境経済・政策学会年報） 東洋経済新報社 ２５７頁 ２００１年９月。

『環境と開発』（宮本憲一と共編） 岩波書店 ２７２頁 ２００２年１０月。

『環境の評価とマネジメント』（北畠能房と共編） 岩波書店 ２７２頁 ２００３年４月。

『公共政策を読む 第５集 循環型社会を創る－環境ガバナンスの視点から』 北海道大学公共政策大学院

７１頁 ２００５年３月。

『地球温暖化に立ち向かう』 北海道大学公共政策大学院 １２７頁 ２００８年３月。

『持続可能な低炭素社会』 北海道大学出版会 ２４４頁 ２００９年３月。

Sustainable Low‐Carbon Society, Hokkaido University Press, 202 p. Mar. 2010.（Co‐edited with M. Ikeda）

『持続可能な低炭素社会Ⅱ』（池田元美・深見正仁・藤井賢彦と共編著） 北海道大学出版会 ３１２頁 ２０１０年
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１１月。

『持続可能な低炭素社会Ⅲ』（深見正仁・藤井賢彦と共編著） 北海道大学出版会 ２７４頁 ２０１１年３月。

『持続可能な未来のために』（荒井眞一・深見正仁・藤井賢彦と共編著） 北海道大学出版会 ２９６頁 ２０１２年

１２月。

論 文

「「不変資本充用上の節約」の位置と構成」『経済論叢』（京都大学） １１７（５/６）９２‐１１１頁 １９７６年６月。

「非鉄金属資本の資本蓄積と公害」『経済論叢』（京都大学） １１８（５/６）２５‐５４頁 １９７６年１２月。

「第一次大戦不況下における鉱山公害問題」『経済論叢』（京都大学） １１９（１/２）５９‐８４頁 １９７７年２月。

「戦時下の鉱山公害問題」『経済論叢』（京都大学） １１９（３）５３‐７６頁 １９７７年３月。

「神岡鉱山における戦後の「技術革新」」『国民生活研究』 １７（２）４３‐６６頁 １９７７年９月。

「マルクス１８６１‐６３年草稿“労働過程”論の技術論的検討」『科学史研究』 １２２ ９４‐１０４頁 １９７７年。

「巨大装置の“技術の経済学”的分析」『科学史研究』１２４ ２０７‐２１５頁 １９７７年。

「ブリューミンのコンビナート論における廃物問題―ブリューミン『資本主義的コンビナート化』の検討を中

心に」『経済論叢』（京都大学） １２１（３）２６‐４７頁 １９７８年５月。

「鉱害倍賞規定の成立過程――鉱業法改正調査委員会議事録および第７４回帝国議会議事録の検討を中心に」

（利根川治夫との共同論文）『經濟學研究』（北海道大学） ２８（３）７３‐１６１頁 １９７８年８月。

「リービヒ『農耕の自然法則・序説』と『資本論』」『經濟學研究』（北海道大学） ２８（４）１２５‐１４１頁 １９７８年

１１月。

「リービヒの Stoffwechsel 論」『經濟學研究』（北海道大学） ２９（１）１８９‐２０６頁 １９７９年３月。

「マルクスの Stoffwechsel 論」『經濟學研究』（北海道大学） ２９（２）１３９‐１５８頁 １９７９年５月。

「生産力と生産力破壊」『經濟學研究』（北海道大学） ２９（３）１８３‐２２９頁 １９７９年８月。

「『無償の自然力』と資源・環境問題」『經濟學研究』（北海道大学） ２９（３）３６３‐３８４頁 １９７９年８月。

「マルクス主義における自然・人間・技術」『經濟學研究』（北海道大学） ２９（４）６９‐１０７頁 １９７９年１１月。

「社会的費用論の批判的検討」『經濟學研究』（北海道大学） ２９（４）１０９‐１２６頁 １９７９年１１月。

「NO２環境基準緩和と公害健康被害補償制度「見直し」の経済学的分析」『人間と環境』 ５（２）９‐１７頁 １９８０年

２月。

「石炭産業における労働過程と労働手段」『經濟學研究』（北海道大学） ３１（１）１０７‐１１９頁 １９８１年６月。

「鉱区所有と資本」『經濟學研究』（北海道大学） ３１（２）１９３‐２１２頁 １９８１年８月。

「ソ連のエネルギー問題」『スラブ研究』（北海道大学） ２８ ７３‐１０２頁 １９８１年１１月。

「アンドリュー・ユーア『製造業の原理』とマルクス―マルクス「機械論」形成史研究（１）」『經濟學研究』（北

海道大学） ３１（５）５３‐１１６頁 １９８２年３月。

「北海道の石炭産業をめぐる諸問題」『旭川大学地域研究所年報』４ １５１‐１５７頁 １９８２年７月。

「チャールズ・バベジ『機械と製造業の経済論』の分析―マルクス「機械論」形成史研究（２）」『經濟學研究』

（北海道大学） ３２（２）１７‐５８頁 １９８２年８月。

「『諸国民の産業』と『資本論』――マルクス「機械論」形成史研究（３）」『經濟學研究』（北海道大学） ３２（３）

８５‐１１５頁 １９８２年１１月。

「ロバート・ウィリスの機構論とマルクス―マルクス「機械論」形成史研究（４）」『經濟學研究』（北海道大学）

３２（４）１２５‐１４４頁 １９８３年３月。

「J.H.M. ポッペ『テヒノロギーの歴史』とマルクス」『經濟學研究』（北海道大学） ３３（１）５０‐８３頁 １９８３年

６月。

“Robert Willis’Theory of Mechanism and Karl Marx”, Historia Scientiarum, 25, 87-92, 1983.

「ダーウィンのアナロジーとマルクス」『經濟學研究』（北海道大学） ３３（２）１４‐２６頁 １９８３年９月。

「ヘーゲルの目的論とマルクスの労働過程論」『經濟學研究』（北海道大学） ３３（４）３１‐４８頁 １９８４年３月。

iv
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「W.シュルツ『生産の運動』と『資本論』―マルクス「機械論」形成史研究（８）」『經濟學研究』（北海道大学）

３４（１）７９‐９０頁 １９８４年６月。

“J.H.M. Poppe’s, History of Technology and Karl Marx，”Hokudai Economic Papers, Vol.８, 23-38, July 1983.

“Wurden Marx’“Theorien über den Mehrwert”nach der Unterbrechung seiner Arbeit an dem

“Maschinerie‐Manuskript”geschrieben？”, Beiträge zur Marx‐Engels‐Forschung , Heft 16, Institut für
Marxismus‐Leninismus beim Zentralkomitee der SED Marx‐Engels‐Abteilung, Berlin, 186-194, 1984.

「マルクス『テヒノロギー史抜粋ノート』を調査して」『經濟學研究』（北海道大学） ３５（２）１７３‐１８２頁 １９８５

年９月。

「マルクス『機械論草稿』の執筆時期について―内田弘氏の拙論批判への回答―」『經濟學研究』（北海道大

学） ３５（３）１２６‐１３５頁 １９８６年１月。

「『資本論』第３部草稿における「不変資本充用上の節約」」『研究年報経済学』（東北大学） ４８（３）７３‐８２頁

１９８６年１１月。

〔資料紹介〕「マルクス『引用ノート』における「機械」」『經濟學研究』（北海道大学） ３６（３）２０５‐２３１頁

１９８６年１２月。

「シリコンバレーのハイテク汚染」『世界』 ５１５ ３２６‐３３７頁 １９８８年６月。

「日本型「ハイテク汚染」の構図」『世界』 ５２１ １７‐２０頁 １９８８年１１月。

「しのびよる「ハイテク汚染」」『エコノミスト』 ５９９ ９３‐９７頁 １９８９月５月。

「ハイテク汚染」『新・世界を読むキーワード』（臨時増刊『世界』） ５３０ １９８９年７月。

「先端技術産業における公害防止対策」『公衆衛生』 ５３（１２）３０‐３３頁 １９８９年１２月。

「セラフィールド・核の洗濯場」『世界』 ５４１ ３２１‐３２９頁 １９９０年５月。

「地球汚染問題と経済学の課題」『経済理論学会年報』２７ ２１７‐２１８頁 １９９０年。

「変貌するシリコンバレー」『世界』 ５５０ ３４１‐３４７頁 １９９１年２月。

「足もとからの環境保全を求めて」『世界』 ５５４ ３２３‐３３０頁 １９９１年６月。

「米国の有害廃棄物政策の現状と問題点」『公害研究』 ２１（４）４１‐５３頁 １９９２年４月。

「『米欧回覧実記』技術関連項目解説分類集成」田中彰・高田誠二編『『米欧回覧実記』の学際的研究』 北海道

大学図書刊行会 ８１‐９９頁 １９９３年３月。

「産業構造の転換と廃棄物」岩波講座『社会科学の方法』（第７巻『生命系の社会科学』） ８７‐１２７頁 １９９４年

３月。

「核燃料再処理を開始したイギリス」『世界』 ５９３ １６２‐１６４頁 １９９４年４月。

“High‐Tech Pollution,”Economic Journal of Hokkaido University, 23, 73-138, 1994.7.

「ハイテク汚染」 慶應義塾大学経済学部環境プロジェクト編『地球環境経済論上』（第１０章） 慶應通信社

２１３‐２３９頁 １９９４年１０月。

「地球環境保全をアジアから」『人間と環境』 ２１（１）日本環境学会１９‐２２頁 １９９５年３月。

「なぜいまアジアと環境か」『世界』 ６０７ １７６‐１７９頁 １９９５年４月。

「地質汚染と浄化制度」『人間と環境』 ２１（３）１４２‐１５３頁 １９９５年１１月。

「日独環境シンポジウムに参加して」『人間と環境』 ２２（１）４７頁 １９９６年。

「蓄積汚染と汚染者負担の原則」 細田衛士編『持続可能性の経済学』 慶應通信社 １８５‐２０６頁 １９９６年３

月。

“Geo‐Pollution and A Clean‐up System，”Economic Journal of Hokkaido University, 25, 61-82, 1996.7.

「ハイテク汚染の現段階」『人間と環境』（日本環境学会） ２２（３）１６８‐１８０頁 １９９６年１０月。

Stand und Perspektiven der japanischen Umweltschutzindustrie，”in G. Foljanty, Jost（Hrsg.），Ökologische

Strategien Deutschland/Japan, Leske＋Budrich, Opldden, pp. 273-290, 1996.

「日本における土壌汚染対策と費用負担問題」『環境と公害』 ２６（４）１６‐２２頁 １９９７年４月。

「「潜在能力アブローチ」と環境問題」『經濟學研究』（北海道大学） ４７（２）１７６‐１８７頁 １９９７年９月。
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“The Current State of High‐Tech Pollution，”Economic Journal of Hokkaido University, 26, pp. 21-44, 1997.7.

「A.センの潜在能力アプローチと環境問題」『環境倫理と市場経済』（環境経済・政策学会年報） ９７‐１０８頁

１９９７年９月。

“Accumulated Pollution and the Polluter Pays Principle――Mainly Heavy Metal Pollution，”Economic Journal

of Hokkaido University, 27, pp. 11-34, 1998.7.

「環境情報公開制度―日本における PRTR の導入過程」『国民経済雑誌』 １７９（１）１９‐３４頁 １９９９年１月。

“High‐Tech Pollution in Japan，”Environmental Economics and Policy Studies, 2, pp. 91-95, 1999.3.

「先進国におけるストック汚染」『ゼミナール地球環境論』 慶應義塾大学出版会 １９３‐２１９頁 １９９９年４月。

“The Political Economy of Waste Management in Japan，”Economic Journal of Hokkaido University, 28, pp. 1-27,

1999.7.

“Itai‐Itai Disease and the Countermeasures against Cudmium Pollution by the Kamioka Mine，”co‐authored

with A. Hata, and H. Tonegawa, Environmental Economics and Policy Studies, 2, pp. 215-229, 1999.10.

“Soil Pollution Control in Japan，”co‐authored with C. Saitoh, Environmental Economics and Policy Studies, 3（1）,

pp. 59-64, 2000.4.

「環境問題と政治経済学の課題」『経済理論学会年報』 ３７ ２３４‐２５０頁 ２０００年９月。
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